
（単位：円）

当 期 償 却 額

建物附属設備 30,066,667 93,127,779 13,205,204 109,989,242 5,890,256 2,648,613               － 104,098,986 注１

器 具 備 品 12,819,397 1,208,865       － 14,028,262 11,691,574 859,542               － 2,336,688

計 42,886,064 94,336,644 13,205,204 124,017,504 17,581,830 3,508,155               － 106,435,674

建物附属設備 30,066,667 93,127,779 13,205,204 109,989,242 5,890,256 2,648,613               － 104,098,986

器 具 備 品 12,819,397 1,208,865       － 14,028,262 11,691,574 859,542               － 2,336,688

計 42,886,064 94,336,644 13,205,204 124,017,504 17,581,830 3,508,155               － 106,435,674

ソ フ ト ウ ェ ア 2,665,329,121 805,861,355 997,500 3,470,192,976 1,718,642,211 535,103,935               － 1,751,550,765 注２

電 話 加 入 権 1,975,080         －       － 1,975,080          －         － 954,480 1,020,600

計 2,667,304,201 805,861,355 997,500 3,472,168,056 1,718,642,211 535,103,935 954,480 1,752,571,365

敷 金 ・ 保 証 金         － 101,558,635       － 101,558,635          －         －               － 101,558,635 注３

計         － 101,558,635       － 101,558,635          －         －               － 101,558,635

（注１）事務所等の不動産賃借に係る間仕切り等の取得による増　93,127,779円

（注２）電子出願ソフトウェアの改造等の取得による増　805,861,355円

（注３）事務所等の不動産賃借に係る敷金の支出による増　101,558,635円

１　固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７　特定の償却資産の減価に係る会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

差 引 当 期 末
残 高

摘 要期 首 残 高

減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額

投 資 そ の 他 の 資 産

当 期 増 加 額 当期減少額 期 末 残 高資 産 の 種 類

有 形 固 定 資 産
（ 償 却 費 損 益 内 ）

有 形 固 定 資 産
合 計

無形固定資産



２　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本剰余金 運営費交付金 535,080 － － 535,080 電話加入権

無 償 譲 与 1,440,000 － － 1,440,000 電話加入権

計 1,975,080 － － 1,975,080

損益外減損損
失 累 計 額

△ 954,480 － － △ 954,480

差　引　計 1,020,600 － － 1,020,600

区　　　分



３　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

運営費交付金
収 益

資産見返運営
費 交 付 金

資 本 剰 余 金 小　　計

平成２３年度 0 0 0 0 1,181,089,897

平成２４年度 7,459,589,664 1,001,756,634 0 8,461,346,298 1,001,666,702

合　　　計 7,459,589,664 1,001,756,634 0 8,461,346,298 2,182,756,599

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

（単位：円）

金 額

0

0

0

0

0

0

0

0

 平成２４事業年度において該当する事項はございません。

0

0

9,463,013,000

資産見返運営費交付金

合　　　計

会計基準第81第3項による振替額

1,181,089,897 0

9,463,013,000

0

1,181,089,897

運営費交付金収益

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

当  　期　　振　　替　　額

期末残高

平 成 ２３ 年 度 交 付 分

区 分 内 訳

期 首 残 高
交 付 金
当 期 交 付 額

交 付 年 度

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益

－ (業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
による振替額

－ (期間進行基準を採用した業務は無い)
資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

資本剰余金

計



（単位：円）

金 額

0

0

0

0

0

0

0

0

 費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

211,406,549 円※１

　審査審判関係図書等整備業務 210,728,636 円※２

　特許情報の高度利用による権利化推進事業 713,504,561 円※３

　工業所有権情報普及業務 4,877,212,802 円※４

　工業所有権相談等業務 134,243,611 円※５

　情報システム関連業務 345,706,444 円※６

　人材育成業務 731,082,415 円※７

　一般管理業務 235,704,646 円※８

0

8,461,346,298

注）※１：

※２：

※３：

※４：

※５：

※６：

※７：

※８：

損益計算書の費用額に、減価償却費869,175円及び複写手数料収入からの負担額35,945円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費128,450円及び複写手数料収入からの負担額35,830円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費61,308円及び複写手数料収入からの負担額121,316円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、複写手数料収入からの負担額829,267円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費172,504円及び複写手数料収入からの負担額22,825円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費533,649,860円及び複写手数料収入からの負担額58,780円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費1,818,869円、研修受講料収入からの負担額109,406,611円及び複写手数料収入からの
負担額124,306円を減じた額である。

損益計算書の費用額に、減価償却費1,911,924円、租税公課1,839,300円及び複写手数料収入からの負担額40,077円を減じ
た額である。

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 7,459,589,664

平 成 ２４ 年 度 交 付 分

区 分 内 訳

業務達成基準
による振替額

－ (業務達成基準を採用した業務は無い)

計

資本剰余金

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

　工業所有権関係公報等閲覧業務

資産見返運営費交付金 1,001,756,634

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益

－ (期間進行基準を採用した業務は無い)
資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

資本剰余金 0

計 8,461,346,298   ※　期末における運営費交付金収入と自己収入の割合により運営費交付金収益に
       計上することとしている。

会計基準第81第3項による振替額

合　　　計



（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

交 付 年 度

（単位：円）

交 付 年 度

計 1,001,666,702
○  中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第80第3項の規定に
基づき、運営費交付金債務残高の全額を収益化。

運 営 費 交 付 金 債 務 残 高 残 高 の 発 生 理 由 及 び 収 益 化 等 の 計 画

計

運 営 費 交 付 金 債 務 残 高 残 高 の 発 生 理 由 及 び 収 益 化 等 の 計 画

平成２３年度

業務達成基準を採
用とした業務に係る
分

０ － (業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を採
用とした業務に係る
分

０ － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を採
用とした業務に係る
分

1,181,089,897

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少
及び期を跨いだ契約済繰越等により、翌事業年度に繰り越したもの。（注：運営費
交付金の収益化については、自己収入との按分等により充てることとしている。）
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度にお
いて収益化する予定。

1,181,089,897
○  中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第80第3項の規定に
基づき、運営費交付金債務残高の全額を収益化。

平成２４年度

業務達成基準を採
用とした業務に係る
分

０ － (業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を採
用とした業務に係る
分

０ － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を採
用とした業務に係る
分

1,001,666,702

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少
及び期を跨いだ契約済繰越等により、翌事業年度に繰り越したもの。（注：運営費
交付金の収益化については、自己収入との按分等により充てることとしている。）
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度にお
いて収益化する予定。



４　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

(2,620千円) (2人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

29,396千円 2人 － －

(158,941千円) (41人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

712,622千円 88人 － －

(161,561千円) (43人) (　　　－　　　) (　　　－　　　)

742,018千円 90人 － －

注）１． 役員に対する報酬等の支給基準

２． 職員に対する給与の支給基準

３． 職員の給与の支給人員数は、平均支給人員数により記載しています。

４． 役員の上段（）書きの計数は、非常勤役員に対するもので外数となっています。

５．

　独立行政法人工業所有権情報・研修館職員給与規程（20010401情館006）により支給しています。

職員の上段（）書きの計数は、契約職員に対するもので外数となっています。

区　　　分

報 酬 又 は 給 与 退　職　手　当

　独立行政法人工業所有権情報・研修館役員報酬規程（20010401情館005）及び独立行政法人工

業所有権情報・研修館役員退職手当規程(20011101情館001)により支給しています。

役　　　員

職　　　員

合　　計



５  関連公益法人等に関する情報開示

一般財団法人　日本特許情報機構

（１）業務の概要

（２）情報・研修館との関係

（３）役員氏名

氏　　名 役　　職　　名
情報・研修館にお
ける最終役職名

備考

越智　謙二 理事長 －

守屋　敏道 専務理事 －

向坪　　清 常務理事 －

大塩　勝利 執行理事 理事

注）常勤の役員のみを記載しています。

（４）取引の関連図

発注

納品

　　特許電子図書館サービスの提供

　　・公報等データ電子化及び蓄積

　　・システムの維持、運営

（５）財務情報

①貸借対照表関連 （単位：円）

資産の額 7,059,962,166

負債の額 1,930,388,846

正味財産の額 5,129,573,320

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

　 産業財産権に関する情報（以下「特許情報」という。）の充実及び利用の促進を図ることにより、産業
技術に関する知識及び思想の総合的な普及啓発並びに企業等における技術開発の促進に貢献し、
もって我が国の産業及び経済の発展に寄与することを目的とする。
（１）特許情報の収集、加工及び提供
（２）特許情報の調査及び分析
（３）特許情報の処理及び提供に関する調査、研究及び開発
（４）特許情報の翻訳並びに翻訳に関する調査、研究及び開発
（５）前各号に掲げる事業の成果の普及啓発及び利用促進

　 外注業務等により、独立行政法人会計基準第１２９の「関連公益法人等の範囲」のうち、事業収入に
占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等

（業務外注）

・欧州、米国等の和文抄録作成
・国内公報の英文抄録の作成
・整理標準化データの作成独立行政法人

工業所有権情報・研修館
一般財団法人
日本特許情報機構

国内外の特許電子図書館利用者
（インターネット利用）



②正味財産増減計算書関連 （単位：円）

一般正味財産増減の部

収　　益

受取補助金等 0

事業収益 5,020,203,004

その他の収益 45,636,465

計（Ａ） 5,065,839,469

費　　用

事業費 4,717,097,090

管理費 355,737,990

その他の費用 1,619,697

計（Ｂ） 5,074,454,777

当期増減額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） -8,615,308

一般正味財産期首残高（Ｄ） 5,133,688,628

一般正味財産期末残高（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 5,125,073,320

指定正味財産増減の部

収　　益

受取補助金等 0

その他の収益 0

計（Ｆ） 0

費　用　等（Ｇ） 500,000

当期増減額（Ｈ）＝（Ｆ）－（Ｇ） -500,000

指定正味財産期首残高（Ｉ） 5,000,000

指定正味財産期末残高（Ｊ）＝（Ｈ）＋（Ｉ） 4,500,000

正味財産期末残高（Ｋ）＝（Ｅ）＋（Ｊ） 5,129,573,320

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

（６）基本財産の状況

（７）取引の状況

①法人に対する債権債務の明細 （単位：円）

債権種別 金　　　　額 債務種別 金　　　　額

未収金 0 未払金 648,348,170

②法人に対する債務保証の明細

　 該当なし

③法人の事業収入の金額とこれらのうち情報・研修館の発注等に係る金額及び割合

（単位：円）
法人の事業
収入の金額

うち情報・研修館の
発注に係る金額

割    合

5,271,213,154 4,291,864,996 81.42%

［内訳］

区分 金額（円） 割合（％） 備考

競争契約 4,291,864,996 100.00%

企画競争・公募 0 0.00%

競争性のない随意契約 0 0.00%

計 4,291,864,996 100.00%

   法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄付等及び法人の運営費、事業費等に充てるために平成２
４事業年度において負担した会費、負担金等はございません。

注）法人の事業収入の金額は、法人の正味財産増減計算書が税抜方式で作成されているため、事業
収入額(5,020,203,004円)に1.05を乗じた額を計上しています。



６　その他

　１から５以外の附属明細書については、当事業年度は該当がないため、記載を省略して

おります。


